
 1

会社法制部会資料 １７ 

 

会社法制の見直しに関する中間試案（案） 

 

第１部 企業統治の在り方 

第１ 取締役会の監督機能 

１ 社外取締役の選任の義務付け 

【Ａ案】 監査役会設置会社（公開会社であり，かつ，大会社であるも

のに限る。）において，１人以上の社外取締役の選任を義務付け

るものとする。 

【Ｂ案】 金融商品取引法第２４条第１項の規定により有価証券報告書

を提出しなければならない株式会社において，１人以上の社外

取締役の選任を義務付けるものとする。 

【Ｃ案】 現行法の規律を見直さないものとする。 

 

２ 監査・監督委員会設置会社制度 

取締役会の監督機能の充実という観点から，自ら業務執行をしない社外

取締役を複数置くことで業務執行と監督の分離を図りつつ，そのような社

外取締役が，監査を担うとともに，経営者の選定・解職等の決定への関与

を通じて監督機能を果たすものとするための制度として，次のような機関

設計を新たに認めるものとする。 
（注） 制度の呼称については，なお検討する。 

 

(1) 監査・監督委員会の設置 

① 株式会社は，定款の定めによって，監査・監督委員会を置くことが

できるものとする（監査・監督委員会を置く株式会社を，以下「監査・

監督委員会設置会社」という。）。 

② 監査・監督委員会設置会社には，取締役会を置かなければならない

ものとする。 

③ 監査・監督委員会設置会社には，監査役並びに指名委員会，監査委

員会及び報酬委員会を置かないものとする。 

④ 監査・監督委員会設置会社には，会計監査人を置かなければならな

いものとする。 

⑤ 監査・監督委員会設置会社には，執行役を置かないものとし，会社

法第３６３条第１項各号に掲げる取締役が監査・監督委員会設置会社
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の業務を執行するものとする。 

⑥ 監査・監督委員会の委員（以下「監査・監督委員」という。）でない

取締役が監査・監督委員会設置会社の支配人その他の使用人を兼ねる

ことは，禁止しないものとする。 

 

(2) 監査・監督委員会の構成・権限等 

① 監査・監督委員会は，委員３人以上で組織するものとする。 

② 監査・監督委員は，取締役でなければならず，かつ，その過半数は，

社外取締役でなければならないものとする。 

③ 監査・監督委員は，監査・監督委員会設置会社若しくはその子会社

の業務執行取締役若しくは支配人その他の使用人又は監査・監督委員

会設置会社の子会社の会計参与若しくは執行役を兼ねることができな

いものとする。 

④ 監査・監督委員会及び各監査・監督委員は，それぞれ，委員会設置

会社の監査委員会及び各監査委員が有する権限と同様の権限を有する

ものとする。 

（注１） 監査・監督委員会が選定する監査・監督委員は，株主総会において，

監査・監督委員である取締役かその他の取締役かを問わず，取締役の選

任若しくは解任又は辞任について意見を述べることができるものとす

るかどうかについては，なお検討する。 

（注２） 取締役との利益相反取引について，監査・監督委員会が事前又は事後

に賛成した場合に，取締役の任務懈怠の推定規定（会社法第４２３条第

３項）を適用しないものとするかどうかについては，なお検討する。 

⑤ 監査・監督委員会設置会社の取締役会は，株式会社の業務の適正を

確保するために必要な体制の整備について，決定しなければならない

ものとする。 

（注） 監査・監督委員会は，監査・監督委員の中から常勤の監査・監督委員を

選定しなければならないものとするかどうかについては，なお検討する。 

 

(3) 監査・監督委員会の経営者からの独立性を確保するための仕組み 

① 監査・監督委員である取締役は，その他の取締役とは別に，株主総

会の決議によって選任するものとする。 

② 取締役は，監査・監督委員である取締役の選任に関する議案を株主

総会に提出するには，監査・監督委員会の同意を得なければならない

ものとする。 

③ 監査・監督委員会は，取締役に対し，監査・監督委員である取締役
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の選任を株主総会の目的とすること又は監査・監督委員である取締役

の選任に関する議案を株主総会に提出することを請求することができ

るものとする。 

④ 監査・監督委員である取締役の解任は，株主総会の特別決議による

ものとする。 

⑤ 各監査・監督委員は，株主総会において，監査・監督委員である取

締役の選任若しくは解任又は辞任について意見を述べることができる

ものとする。 

⑥ 監査・監督委員である取締役を辞任した者は，辞任後最初に招集さ

れる株主総会に出席して，辞任した旨及びその理由を述べることがで

きるものとする。 

⑦ 監査・監督委員である取締役の任期は，選任後２年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとし，

その他の取締役の任期は，選任後１年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとするものとする。 

⑧ 監査・監督委員である取締役の報酬等は，その他の取締役の報酬等

とは別に，定款又は株主総会の決議によって定めるものとし，監査・

監督委員である取締役の個人別の報酬等について定款の定め又は株主

総会の決議がないときは，当該報酬等は，定款又は株主総会の決議に

よって定められた報酬等の総額の範囲内において，監査・監督委員で

ある取締役の協議によって定めるものとする。また，各監査・監督委

員は，株主総会において，監査・監督委員である取締役の報酬等につ

いて意見を述べることができるものとする。 

 

(4) 監査・監督委員会設置会社の取締役会における業務執行の決定 

 監査・監督委員会設置会社の取締役会は，会社法第３６２条第４項の

規定にかかわらず，その決議によって，次に掲げる事項の決定を取締役

に委任することができるものとする。 

① 重要な財産の処分及び譲受け 

② 多額の借財 

（注１） 上記のほか，監査・監督委員会設置会社の取締役会の決議によって，支

配人その他の重要な使用人の選任及び解任，支店その他の重要な組織の設

置，変更及び廃止並びに社債を引き受ける者の募集に関する重要な事項（会

社法第３６２条第４項第３号から第５号まで）の決定も取締役に委任する

ことができるものとするかどうかについては，なお検討する。 

（注２） 上記以外の重要な業務執行（委員会設置会社において，執行役に決定の
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委任をすることができないものとされている事項を除く。）に関して，例え

ば，次のア又はイのような要件を満たす場合に，取締役会の決議によって，

その決定を取締役に委任することができるものとするかどうかについては，

なお検討する。 

ア 監査・監督委員会設置会社の取締役の過半数が社外取締役であること。 

イ 上記以外の重要な業務執行（委員会設置会社において，執行役に決定

の委任をすることができないものとされている事項を除く。）につき，取

締役会の決議によって，その決定を取締役に委任することができる旨の

定款の定めがあること。 

 

３ 社外取締役及び社外監査役に関する規律 

(1) 社外取締役等の要件における親会社の関係者等の取扱い 

【Ａ案】① 社外取締役の要件（会社法第２条第１５号）を次のとお

り見直すものとする。 
ア 社外取締役の要件に，株式会社の親会社の取締役若し

くは執行役又は支配人その他の使用人でないものである

ことを追加するものとする。 
イ 社外取締役の要件に，株式会社の取締役若しくは執行役

又は支配人その他の使用人の配偶者又は２親等内の血族

若しくは姻族でないものであることを追加するものとす

る。 
② 社外監査役の要件（会社法第２条第１６号）を次のとお

り見直すものとする。 
ア 社外監査役の要件に，株式会社の親会社の取締役，監査

役若しくは執行役又は支配人その他の使用人でないもの

であることを追加するものとする。 
イ 社外監査役の要件に，株式会社の取締役又は支配人その

他の使用人の配偶者又は２親等内の血族若しくは姻族で

ないものであることを追加するものとする。 
（注１） 社外取締役及び社外監査役の要件における，株式会社の親

会社の子会社（当該株式会社及びその子会社を除く。）の関係

者の取扱いについては，なお検討する。 

（注２） 社外取締役及び社外監査役の要件に，株式会社の重要な取

引先の関係者でないものであることを追加するものとするか

どうかについては，なお検討する。 

【Ｂ案】 現行法の規律を見直さないものとする。 
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(2) 社外取締役等の要件に係る対象期間の限定 

(1)のＡ案のような見直しをすることとする場合には，社外取締役の要

件について，社外取締役として就任する前の全期間ではなく，就任する

前１０年間における株式会社等との関係（就任する前１０年間株式会社

又はその子会社の業務執行取締役若しくは執行役又は支配人その他の使

用人となったことがないものであること。）によるものとする。社外監査

役の要件についても，同様の見直しをする（就任する前１０年間株式会

社又はその子会社の取締役，会計参与若しくは執行役又は支配人その他

の使用人となったことがないものであることとする。）ものとする。 

（注） 株式会社の業務執行取締役である者が，これを退任した後に当該株式会社

の監査役に就任し，１０年以上経過した後に当該株式会社の社外取締役又は

社外監査役の要件を満たすこと等がないようにするため，社外取締役及び社

外監査役の各要件について，所要の見直しをするものとする。 

 

(3) 取締役及び監査役の責任の一部免除 

(1)のＡ案のような見直しをすることとする場合には，次のとおりの見

直しをするものとする。 

① 会社法第４２７条第１項に定める契約（責任限定契約）を締結する

ことができる取締役及び監査役は，次のとおりとするものとする。 

ア 取締役のうち，株式会社の業務執行取締役若しくは執行役又は支配

人その他の使用人でないもの 
イ 全ての監査役 

② ①アの取締役に係る最低責任限度額（会社法第４２５条第１項）の

算定に際して，職務執行の対価として受ける財産上の利益の額に乗ず

べき数は，「２」とするものとする（同項第１号ハ参照）。 

 

 

第２ 監査役の監査機能 

１ 会計監査人の選解任等に関する議案等及び報酬等の決定 

【Ａ案】 監査役（監査役会設置会社にあっては，監査役会）及び監査

委員会は，会計監査人の選解任等に関する議案等及び報酬等に

ついての決定権を有するものとする。 

【Ｂ案】 監査役（監査役会設置会社にあっては，監査役会）及び監査

委員会は，会計監査人の選解任等に関する議案等についての決

定権及びその報酬等についての同意権を有するものとする。 

【Ｃ案】 現行法の規律を見直さないものとする。 
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２ 監査の実効性を確保するための仕組み 

株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制について，監査を支

える体制や監査役による使用人からの情報収集に関する体制に係る規定の

充実・具体化を図るとともに，その運用状況の概要等を事業報告の内容（会

社法施行規則第１１８条等）に追加するものとする。 

（注） 監査役の一部の選任に関し，株主総会に提出する議案の内容を従業員が決定す

るものとするかどうかについては，なお検討する。 

 

 

第３ 資金調達の場面における企業統治の在り方 

１ 支配株主の異動を伴う第三者割当てによる募集株式の発行等 

(1) 株主総会の決議の要否 

公開会社が，ある引受人（当該公開会社の親会社等を除く。）に募集株

式を割り当てることにより，当該引受人が総株主の議決権の過半数を有

することとなるような第三者割当てによる募集株式の発行等を行う場合

に，株主総会の決議を要するものとするかどうかについては，次のいず

れかの案によるものとする。 

【Ａ案】 原則として株主総会の普通決議を要するものとする。ただし，

取締役会が当該募集株式の発行等による資金調達の必要性，緊

急性等を勘案して特に必要と認めるときは，株主総会の決議を

省略することができる旨を定款で定めることができるものとし，

そのように定めた場合には，総株主の議決権の１００分の３以

上の議決権を有する株主が一定期間内に異議を述べない限り，

当該定款の定めに基づく株主総会の決議の省略が認められるも

のとする。 

【Ｂ案】 総株主の議決権の４分の１を超える数の議決権を有する株主

が一定期間内に当該募集株式の発行等に反対する旨を通知した

場合には，株主総会の普通決議を要するものとする。 

【Ｃ案】 現行法の規律を見直さないものとする。 

（注１） Ａ案又はＢ案によることとする場合に，当該引受人が総株主の議決権の

３分の１を超える数の議決権を有することとなるような第三者割当てによ

る募集株式の発行等にまで規律の対象を広げるかどうかについては，なお

検討する。 

（注２） 第三者割当てによる募集新株予約権の発行等の取扱いについては，なお

検討する。 
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(2) 情報開示の充実 

公開会社は，(1)の募集株式の発行等に際しては，払込期日又は払込期

間の初日の２週間前までに，株主に対し，次に掲げる事項を通知しなけ

ればならないものとする。当該通知は，公告をもってこれに代えること

ができるものとする。 

① 当該募集株式の発行等により総株主の議決権の過半数を有すること

となる引受人の氏名又は名称及び住所 

② 当該募集株式の発行等により当該引受人が有することとなる議決権

の数 

（注１） 本文に掲げる事項のほか，株主に対して通知しなければならない事項と

しては，例えば，次に掲げるものが考えられる。 

ア 当該募集株式の発行等に際して当該引受人に割り当てられる募集株式

に係る議決権の数 

イ 当該募集株式の発行等についての取締役会の判断の内容 

ウ 社外取締役を置く会社において，イの事項についての社外取締役の意見

が取締役会の判断の内容と異なる場合には，当該意見 

エ 当該募集株式の発行等についての監査役又は監査委員会の意見 

（注２） 上記と同様の事項が有価証券届出書（金融商品取引法第５条第１項）等

の内容として開示されている場合には，株主に対する通知を要しないもの

とする（会社法第２０１条第５項参照）。 

 

２ 株式の併合 

(1) 端数となる株式の買取請求 

① 株式会社が株式の併合（単元株式数に併合の割合（会社法第１８０

条第２項第１号）を乗じて得た数が整数となるものを除く。）をするこ

とにより株式の数に一株に満たない端数が生ずるときは，反対株主は，

当該株式会社に対し，自己の有する株式のうち端数となるものを公正

な価格で買い取ることを請求することができるものとする。 

（注１） 反対株主は，端数となる株式の一部についてのみ買取請求をすること

はできないものとする。 

（注２） 買取請求をしなかった株主の有する株式のうち端数となるものの処理

は，会社法第２３５条に定める手続によるものとする。 

（注３） 併合の割合が一定割合（例えば，１０分の１）を上回る割合（例えば，

５分の１）である株式の併合についても，端数となる株式の買取請求を

認めないものとするかどうかについては，なお検討する。 
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② 「反対株主」とは，次に掲げる株主をいうものとする。 

ア 会社法第１８０条第２項の株主総会（株式の併合をするために種

類株主総会の決議を要する場合にあっては，当該種類株主総会を含

む。）に先立って当該株式の併合に反対する旨を当該株式会社に対し

通知し，かつ，当該株主総会において当該株式の併合に反対した株

主（当該株主総会において議決権を行使することができるものに限

る。） 

イ 当該株主総会において議決権を行使することができない株主 

③ ①の株式の併合をする株式会社は，株主総会（種類株主総会を含む。）

の日の２週間前の日又は④の通知若しくは公告の日のいずれか早い日

から株式の併合がその効力を生ずる日（以下２において「効力発生日」

という。）後６か月を経過する日までの間，会社法第１８０条第２項各

号に掲げる事項を記載し，又は記録した書面又は電磁的記録をその本

店に備え置かなければならないものとする。当該株式会社の株主は，

当該株式会社に対して，その営業時間内は，いつでも，当該書面等の

閲覧等の請求をすることができるものとする。 

（注） 本文の事項のほか，上記の書面又は電磁的記録に記載又は記録しなけれ

ばならない事項としては，会社法第２３５条に基づく端数の処理の方法に

関する事項，当該端数の処理により株主に交付される金銭の額に関する事

項等が考えられる。 

④ ①の株式の併合をしようとする株式会社は，効力発生日の２０日前

までに，その株主（種類株式発行会社にあっては，併合する株式の種

類の種類株主）に対し，株式の併合をする旨を通知しなければならな

いものとする。当該通知は，公告をもってこれに代えることができる

ものとする。 

⑤ 端数となる株式の買取請求は，効力発生日の２０日前の日から効力

発生日の前日までの間にしなければならないものとする。 

⑥ 端数となる株式の買取請求をした株主は，株式会社の承諾を得た場

合に限り，その請求を撤回することができるものとする。 

⑦ 端数となる株式の買取請求があった場合において，株式の価格の決

定について，株主と株式会社との間に協議が調ったときは，株式会社

は，効力発生日から６０日以内にその支払をしなければならないもの

とする。 

⑧ 株式の価格の決定について，効力発生日から３０日以内に協議が調

わないときは，株主又は株式会社は，その期間の満了の日後３０日以

内に，裁判所に対し，価格の決定の申立てをすることができるものと
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する。 

⑨ 株式会社は，裁判所の決定した価格に対する⑦の期間の満了の日後

の年６分の利率により算定した利息をも支払わなければならないもの

とする。 

⑩ 端数となる株式の買取請求に係る株式の買取りは，効力発生日に，

その効力を生ずるものとする。 

⑪ 株式会社は，効力発生日後遅滞なく，株式の併合に関する事項を記

載し，又は記録した書面又は電磁的記録を作成し，効力発生日から６

か月間，その本店に備え置かなければならないものとする。当該株式

会社の株主及び効力発生日に当該株式会社の株主であった者は，当該

株式会社に対して，その営業時間内は，いつでも，当該書面等の閲覧

等の請求をすることができるものとする。 

⑫ 株式会社が端数となる株式の買取請求に応じて株式を取得する場合

には，自己株式の取得財源に関する規制（会社法第４６１条第１項）

は適用されないものとする。この場合において，当該請求をした株主

に対して支払った金銭の額が当該支払の日における分配可能額を超え

るときは，当該株式の取得に関する職務を行った業務執行者は，同法

第４６４条の責任と同様の責任を負うものとする。 

（注） 上記のほか，端数となる株式の買取請求に関する手続等については，組織

再編等における株式買取請求制度に準じて，所要の規定を設けるものとする。 

 

(2) 発行可能株式総数に関する規律 

① 株式会社が株式の併合をしようとするときに株主総会の決議によっ

て定めなければならない事項（会社法第１８０条第２項）に，効力発

生日における発行可能株式総数を追加するものとする。 

② ①の発行可能株式総数は，株式の併合が効力を生じた時における発

行済株式の総数の４倍を超えることができないものとする。ただし，

株式会社が公開会社でない場合は，この限りでないものとする。 

③ 発行可能株式総数についての定款の定めは，効力発生日において，

①の株主総会の決議に従って変更されるものとする。 

 

３ 仮装払込みによる募集株式の発行等 

募集株式の発行等に係る払込みの仮装に関与した者の責任を，次のとお

り見直すものとする。 

① 当該募集株式の引受人は，払込期日又は払込期間の経過後も払込みの

義務を負うものとする。 
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（注） 当該義務は，会社法第８４７条第１項の責任追及等の訴えの対象とするも

のとする。 

② 当該払込みの仮装に関与した取締役又は執行役は，株式会社に対して，

連帯して，仮装した払込みの金額に相当する額を支払う義務を負うもの

とする。ただし，その者（当該払込みの仮装をした取締役又は執行役を

除く。）がその職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明した場

合は，この限りでないものとする。 

（注） 株式会社の設立時における株式の発行に係る払込みが仮装された場合につい

ても，①及び②と同様の規律を設けるものとする。 

 

４ 新株予約権無償割当てに関する割当通知 

新株予約権無償割当てに関する株主及び登録株式質権者への割当通知

（会社法第２７９条第２項）は，新株予約権無償割当てがその効力を生ず

る日後遅滞なく，かつ，新株予約権の行使期間の末日の２週間前までにし

なければならないものとする。 
 

 

第２部 親子会社に関する規律 

第１ 親会社株主の保護 

１ 多重代表訴訟 

【Ａ案】 株式会社の親会社の株主が当該株式会社の取締役等の責任を

追及する訴え（多重代表訴訟）を提起することを認める制度を，

次のとおり創設するものとする。 

① 株式会社の親会社（株式会社であるものに限る。）の株主は，

当該株式会社に対し，発起人，設立時取締役，設立時監査役，

取締役，会計参与，監査役，執行役，会計監査人又は清算人

（以下「取締役等」という。）の責任を追及する訴えの提起を

請求することができるものとする。ただし，次に掲げる場合

は，この限りでないものとする。 
ア 当該訴えが当該株主若しくは第三者の不正な利益を図り

又は当該株式会社に損害を加えることを目的とする場合 
イ 当該訴えに係る請求の原因である事実によって当該親会

社に損害が生じていない場合 

② ①の親会社は，①による請求の日において，①の株式会社

の完全親会社であって，完全親会社（株式会社であるものに

限る。）を有しないもの（以下「最終完全親会社」という。）
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に限るものとする。 
（注） 完全親会社には，株式会社の発行済株式の全部を直接有する

法人等のみならず，これを間接的に有する法人等も含まれるも

のとする。 

③ ①の親会社が公開会社である場合にあっては，①による請

求をすることができる当該親会社の株主は，６か月前から引

き続き当該親会社の株式を有するものに限るものとする。 
（注） 株式会社とその親会社の株主との関係は，当該親会社を通じ

た間接的なものであること等から，例えば，次のア又はイのよ

うな規律を設けるものとするかどうかについては，なお検討す

る。 

ア ①による請求をすることができる親会社の株主は，当該親会

社の総株主の議決権の１００分の１以上を有するものに限る

ものとする。 

イ ①の訴えが当該株式会社の株主の共同の利益とならないこ

とが明らかであると認められる場合には，当該株式会社の親会

社の株主は，①による請求をすることができないものとする。 

④ 株式会社の取締役等の責任は，その原因である事実が生じ

た日において，①の親会社が有する当該株式会社の株式の帳

簿価額が当該親会社の総資産額の５分の１を超える場合に限

り，①による請求の対象とすることができるものとする。 
（注１） 株式会社の取締役等の責任の原因である事実が生じた日に

おいて，①の親会社が当該株式会社の最終完全親会社である

ことを要するものとするかどうかについては，なお検討する。 

（注２） ①の親会社が間接的に有する株式会社の株式の取扱いにつ

いては，なお検討する。 

⑤ 株式会社が①による請求の日から６０日以内に①の訴えを

提起しないときは，当該請求をしたその親会社の株主は，当

該株式会社のために，①の訴えを提起することができるもの

とする。 
⑥ 株式会社に最終完全親会社がある場合には，当該株式会社

の取締役等の責任（①による請求の対象とすることができる

ものに限る。）は，当該最終完全親会社の総株主の同意がなけ

れば，免除することができないものとする。 
（注） 株式会社に最終完全親会社がある場合における当該株式会社

の取締役等の責任（①による請求の対象とすることができるも
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のに限る。）の一部免除に関する規律（会社法第４２５条等参照）

についても，所要の規定を設けるものとする。 

（Ａ案の注１） 株式会社に最終完全親会社がある場合には，当該株式会

社又はその株主のほか，当該最終完全親会社の株主は，①

の訴えに係る訴訟に参加することができるものとする。ま

た，その機会を確保するため，次のような仕組みを設ける

ものとする。 

ア 株式会社の最終完全親会社の株主は，①の訴えを提起

したときは，遅滞なく，当該株式会社に対し，訴訟告知

をしなければならないものとする。 

イ 最終完全親会社がある株式会社は，①の訴えを提起し

たとき，又はアの訴訟告知を受けたときは，遅滞なく，

その旨を当該最終完全親会社に通知しなければならない

ものとする。 

ウ イによる通知を受けた最終完全親会社は，遅滞なく，

その旨を公告し，又は当該最終完全親会社の株主に通知

しなければならないものとする。 

（Ａ案の注２） 不提訴理由通知，担保提供，和解，費用等の請求，再審

の訴え等についても，現行法上の株主代表訴訟に関する規

律に準じて，所要の規定を設けるものとする。 

【Ｂ案】 多重代表訴訟の制度は，創設しないものとする。 

（注） Ｂ案によることとする場合，親会社株主の保護という観点から親

子会社に関する規律を見直すことについて，例えば，次のような規

律を設けることを含めて，なお検討する。 

ア 取締役会は，その職務として，株式会社の子会社の取締役の職

務の執行の監督を行う旨の明文の規定を設けるものとする（会社

法第３６２条第２項等参照）。 

イ 株式会社の子会社の取締役等の責任の原因である事実によっ

て当該株式会社に損害が生じた場合において，当該株式会社が当

該責任を追及するための必要な措置をとらないときは，当該株式

会社の取締役は，その任務を怠ったものと推定するものとする。 

ウ 株主は，株式会社の子会社の取締役等の責任の原因である事実

があることを疑うに足りる事由があるときは，当該株式会社に対

して，当該責任の追及に係る対応及びその理由等を，自己に通知

することを請求することができるものとする。 

エ 総株主の議決権の１００分の３以上の議決権を有する株主等
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は，株式会社の子会社の業務の執行に関し，不正の行為等がある

ことを疑うに足りる事由があるときは，当該子会社の業務及び財

産の状況を調査させるため，裁判所に対し，検査役の選任の申立

てをすることができるものとする。 

 
（後注） 株式会社の株主は，当該株式会社の株式交換等により当該株式会社の株主で

なくなった場合であっても，当該株式交換等の対価として当該株式会社の完全

親会社の株式を取得したときは，当該株式会社に対して，会社法第８４７条第

１項の責任追及等の訴え（当該株式交換等の前にその原因である事実が生じた

責任等を追及するものに限る。）の提起を請求することができるものとするか

どうかについては，なお検討する。 

 
２ 親会社による子会社の株式等の譲渡 

株式会社は，その子会社の株式の全部又は一部の譲渡をする場合であっ

て，次のいずれにも該当しないときは，当該譲渡がその効力を生ずる日（以

下２において「効力発生日」という。）の前日までに，株主総会の特別決

議によって，当該譲渡に係る契約の承認を受けなければならないものとす

る。 

① 当該譲渡により譲り渡す株式の帳簿価額が当該株式会社の総資産額の

５分の１を超えない場合 
② 効力発生日において，当該株式会社が，当該譲渡により譲り渡した株

式を発行する株式会社の総株主の議決権の過半数を有する場合 
（注１） 反対株主の株式買取請求制度等についても，事業譲渡等に関する規律に準

じて，所要の規定を設けるものとする。 

（注２） 子会社が株式会社以外の会社等である場合についても，上記と同様の規律

を設けるものとする。 

 

 

第２ 子会社少数株主の保護 

１ 親会社等の責任 

株式会社とその親会社との利益が相反する取引によって当該株式会社が

不利益を受けた場合における当該親会社の責任に関し，明文の規定を設け

るかどうかについては，次のいずれかの案によるものとする。 

【Ａ案】 次のような明文の規定を設けるものとする。 
① 当該取引により，当該取引がなかったと仮定した場合と比較

して当該株式会社が不利益を受けた場合には，当該親会社は，
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当該株式会社に対して，当該不利益に相当する額を支払う義務

を負うものとする。 
② ①の不利益の有無及び程度は，当該取引の条件のほか，当該

株式会社と当該親会社の間における当該取引以外の取引の条件

その他一切の事情を考慮して判断されるものとする。 
③ ①の義務は，当該株式会社の総株主の同意がなければ，免除

することができないものとする。 
④ ①の義務は，会社法第８４７条第１項の責任追及等の訴えの

対象とするものとする。 
（注） その有する議決権の割合等に鑑み，親会社と同等の影響力を有する

と考えられる自然人の責任についても，①から④までと同様の規定を

設けるものとする。 

【Ｂ案】 明文の規定は，設けないものとする。 

 

２ 情報開示の充実 

個別注記表又は附属明細書に表示された株式会社とその親会社等との間

の取引について，監査報告等による情報開示に関する規定の充実を図るも

のとする。 
 

 

第３ キャッシュ・アウト 

１ 特別支配株主による株式売渡請求等 

① 株式会社（以下「対象会社」という。）の特別支配株主は，対象会社の

全ての株主（特別支配株主及び対象会社を除く。以下「売渡株主」とい

う。）に対し，その有する株式の全部を特別支配株主に売り渡すことを請

求することができるものとする。 
（注） 「特別支配株主」とは，ある株式会社の総株主の議決権の１０分の９（こ

れを上回る割合を当該株式会社の定款で定めた場合にあっては，その割合）

以上をある者及び当該者が発行済株式の全部を有する株式会社等が有してい

る場合における当該者をいうものとする。 

② 特別支配株主は，①による請求（以下「株式売渡請求」という。）をす

るときは，併せて，対象会社の全ての新株予約権の新株予約権者（特別

支配株主及び対象会社を除く。）に対し，その有する新株予約権の全部を

特別支配株主に売り渡すことを請求することができるものとする。 
（注１） 新株予約権付社債に付された新株予約権の取扱いについては，なお検討

する。 
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（注２） 新株予約権の売渡請求に関する手続等については，下記の株式売渡請求

に関する規律に準じて，所要の規定を設けるものとする。 

③ 株式売渡請求は，次に掲げる事項を明らかにしてしなければならない

ものとする。 
ア 売渡株主に対して交付する金銭の額又はその算定方法 
イ 売渡株主に対するアの金銭の割当てに関する事項 
ウ 特別支配株主が株式売渡請求に係る株式（以下「売渡株式」という。）

を取得する日（以下１において「取得日」という。） 
（注） イの事項は，売渡株主の有する売渡株式の数に応じて金銭を割り当てるこ

とを内容とするものでなければならないものとする。 

④ 特別支配株主は，株式売渡請求をしようとするときは，対象会社に対

し，その旨及び③に掲げる事項を通知し，当該請求をすることについて，

対象会社の承認を受けなければならないものとする。 
⑤ 対象会社が取締役会設置会社である場合には，④の承認をする旨の決

定は，取締役会の決議によらなければならないものとする。 
⑥ 対象会社は，④の承認をした場合には，取得日の２０日前までに，売

渡株主に対し，当該承認をした旨，特別支配株主の氏名又は名称及び住

所並びに③に掲げる事項を通知しなければならないものとする。対象会

社が公開会社である場合には，当該通知は，公告をもってこれに代える

ことができるものとする。 
⑦ 対象会社が⑥の通知又は公告をした場合には，特別支配株主は，売渡

株主に対し，株式売渡請求をしたものとみなすものとする。 
⑧ 対象会社は，⑥の通知又は公告の日から取得日後６か月を経過する日

までの間，④の承認をした旨，特別支配株主の氏名又は名称及び住所並

びに③に掲げる事項を記載し，又は記録した書面又は電磁的記録をその

本店に備え置かなければならないものとする。売渡株主は，対象会社に

対して，その営業時間内は，いつでも，当該書面等の閲覧等の請求をす

ることができるものとする。 
（注） 本文の事項のほか，上記の書面又は電磁的記録に記載又は記録しなければ

ならない事項としては，③アの金銭の額の相当性に関する事項（当該事項に

関する取締役又は取締役会の判断及びその理由を含む。），売渡株主の利益を

害さないように留意した事項等が考えられる。 

⑨ 特別支配株主は，取得日に，売渡株式の全部を取得するものとする。 
⑩ 対象会社は，取得日後遅滞なく，株式売渡請求に関する事項を記載し，

又は記録した書面又は電磁的記録を作成し，取得日から６か月間，当該

書面等をその本店に備え置かなければならないものとする。売渡株主は，
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対象会社に対して，その営業時間内は，いつでも，当該書面等の閲覧等

の請求をすることができるものとする。 

⑪ 株式売渡請求があった場合には，売渡株主は，取得日の２０日前の日

から取得日の前日までの間に，裁判所に対し，売買価格の決定の申立て

をすることができるものとする。 

（注） 取得日後一定期間（例えば，２０日）を経過する日までの間にも申立てを

することができるものとするかどうかについては，なお検討する。 

⑫ 特別支配株主は，裁判所の決定した売買価格に対する取得日後の年６

分の利率により算定した利息をも支払わなければならないものとする。 

（注） 上記のほか，売買価格の決定に関する手続等については，第４の２におけ

る株式買取請求制度の見直しを踏まえて，所要の規定を設けるものとする。 

⑬ 次に掲げる場合であって，売渡株主が不利益を受けるおそれがあると

きは，売渡株主は，特別支配株主に対し，株式売渡請求による売渡株式

の取得の全部をやめることを請求することができるものとする。 

ア 株式売渡請求が法令に違反する場合 

イ 対象会社が⑥又は⑧に違反した場合 

ウ ③ア又はイに掲げる事項が対象会社の財産の状況その他の事情に照

らして著しく不当である場合 

⑭ 株式売渡請求による売渡株式の取得の無効は，取得日から６か月以内

に，訴えをもってのみ主張することができるものとする。当該訴えは，

売渡株主，対象会社の取締役及び取得日において対象会社の取締役で

あった者に限り，提起することができるものとする。 

⑮ ⑭の訴えについては，特別支配株主を被告とするものとする。当該訴

えは，対象会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に専属する

ものとする。 

⑯ ⑭の訴えに係る請求を認容する判決が確定したときは，株式売渡請求

による売渡株式の取得は，将来に向かってその効力を失うものとする。

当該判決は，第三者に対してもその効力を有するものとする。 

（注） 上記のほか，株式売渡請求に関する手続等について，所要の規定を設けるも

のとする。 

 

２ 全部取得条項付種類株式の取得に関する規律 

(1) 情報開示の充実 

① 全部取得条項付種類株式を取得しようとする株式会社は，株主総会

（種類株主総会を含む。）の日の２週間前の日又は(2)①の通知若しく

は公告の日のいずれか早い日から取得日後６か月を経過する日までの
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間，会社法第１７１条第１項各号に掲げる事項を記載し，又は記録し

た書面又は電磁的記録をその本店に備え置かなければならないものと

する。当該株式会社の株主は，当該株式会社に対して，その営業時間

内は，いつでも，当該書面等の閲覧等の請求をすることができるもの

とする。 

（注） 本文の事項のほか，上記の書面又は電磁的記録に記載又は記録しなけれ

ばならない事項としては，会社法第２３４条に基づく端数の処理の方法に

関する事項，当該端数の処理により株主に交付される金銭の額に関する事

項等が考えられる。 

② 株式会社は，取得日後遅滞なく，全部取得条項付種類株式の取得に

関する事項を記載し，又は記録した書面又は電磁的記録を作成し，取

得日から６か月間，その本店に備え置かなければならないものとする。

当該株式会社の株主及び取得日に当該株式会社の株主であった者は，

当該株式会社に対して，その営業時間内は，いつでも，当該書面等の

閲覧等の請求をすることができるものとする。 

 

(2) 取得の価格の決定の申立てに関する規律 

① 全部取得条項付種類株式を取得しようとする株式会社は，取得日の

２０日前までに，全部取得条項付種類株式の株主に対し，全部取得条

項付種類株式を取得する旨を通知しなければならないものとする。当

該通知は，公告をもってこれに代えることができるものとする。 

② 全部取得条項付種類株式の取得の価格の決定の申立ては，取得日の

２０日前の日から取得日の前日までの間にしなければならないものと

する。 

③ ②の申立てをした株主に対しては，株主総会の決議によって定めら

れた取得対価は交付されない旨の明文の規定を設けるものとする。 

 

３ その他の事項 

株主総会等の決議の取消しにより株主となる者も当該決議の取消しの訴

えを提起することができる旨の明文の規定を設けるものとする。 

（注） 上記のほか，株式の併合における端数となる株式の買取請求については，第

１部第３の２(1)参照。 
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第４ 組織再編における株式買取請求等 

１ 買取口座の創設 

① 消滅株式会社等（会社法第７８２条第１項等）又は存続株式会社等（同

法第７９４条第１項等）（以下１及び２において「会社」と総称する。）

であって，振替株式を発行しているものは，吸収合併等又は新設合併等

（以下「組織再編」と総称する。）に係る契約の締結又は計画の作成後遅

滞なく，振替機関等に対して，株式買取請求に係る振替株式の振替を行

うための口座（以下「買取口座」という。）の開設の申出をしなければな

らないものとする。 
② 会社が社債，株式等の振替に関する法律第１６１条第２項により公告

すべき事項に，買取口座に係る事項を追加するものとする。 
③ 反対株主は，株式買取請求をする場合には，当該請求と同時に，当該

請求に係る振替株式について，買取口座を振替先口座とする振替の申請

をしなければならないものとする。 
（注） 反対株主が，株式買取請求に係る振替株式について，上記の振替の申請を

しなかった場合には，当該請求は，その効力を生じないものとする。 

④ 存続株式会社等，吸収分割株式会社又は新設分割株式会社は，反対株

主に対して株式買取請求に係る振替株式の代金の支払（２の支払を除

く。）をするまでは，当該振替株式について，自己の口座を振替先口座と

する振替の申請をすることができないものとする。 
⑤ 消滅株式会社等（吸収分割株式会社及び新設分割株式会社を除く。）は，

当該組織再編の効力発生日までは，株式買取請求に係る振替株式につい

て，自己の口座を振替先口座とする振替の申請をすることができないも

のとする。 
⑥ 会社は，反対株主による株式買取請求の撤回について承諾をしたとき

は，直ちに，当該請求に係る振替株式について，当該反対株主の口座を

振替先口座とする振替の申請をしなければならないものとする。 
（注１） 上記のほか，買取口座への振替等について，所要の規定を設けるものとす

る。 

（注２） 種類株式に係る定款変更等における株式買取請求及び事業譲渡等における

株式買取請求についても，同様の規律を設けるものとする。 

（注３） 新株予約権買取請求についても，同様の規律を設けるものとする。 

 

２ 株式買取請求に係る株式等に係る価格決定前の支払制度 

組織再編において株式買取請求があった場合には，会社は，反対株主に

対し，株式の価格の決定がされる前に，会社が公正な価格と認める額を支
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払うことができるものとする。 
（注１） 会社法第７８６条第４項等の規定にかかわらず，会社は，上記による支払

をした場合には，当該支払をした額に対する当該支払後の利息を支払う義務

を負わないものとする。 

（注２） 種類株式に係る定款変更等における株式買取請求，全部取得条項付種類株

式の取得に係る価格決定の申立て及び事業譲渡等における株式買取請求につ

いても，同様の規律を設けるものとする。 

（注３） 新株予約権買取請求についても，同様の規律を設けるものとする。 

（注４） 反対株主は，株式買取請求をした後，当該請求に係る株式について剰余金

配当受領権を有しないものとするかどうかについては，なお検討する。 

 

３ 簡易組織再編等における株式買取請求 

存続株式会社等において簡易組織再編の要件を満たす場合（会社法第７

９６条第３項）及び譲受会社において簡易事業譲渡の要件を満たす場合（同

法第４６８条第２項）には，反対株主は，株式買取請求権を有しないもの

とする。 
 

（後注） 株式会社が組織再編をする場合において，当該株式会社が当該組織再編の条

件について公告をしたときは，当該公告後に株式を取得した反対株主は，株式

買取請求権を有しないものとするかどうかについては，なお検討する。 

 

 

第５ 組織再編等の差止請求 

略式組織再編に加えて，それ以外の組織再編（簡易組織再編の要件を満

たす場合を除く。）についても，株主が当該組織再編をやめることを請求す

ることができる旨の明文の規定を設けるかどうかについては，次のいずれ

かの案によるものとする。 
【Ａ案】 当該組織再編が法令又は定款に違反する場合であって，消滅株

式会社等の株主が不利益を受けるおそれがあるときは，消滅株式

会社等の株主は，消滅株式会社等に対し，当該組織再編をやめる

ことを請求することができるものとする。存続株式会社等につい

ても，同様の規律を設けるものとする。 
（注１） 上記に加えて，特別の利害関係を有する者が議決権を行使するこ

とにより，当該組織再編に関して著しく不当な株主総会の決議がさ

れ，又はされるおそれがある場合であって，株主が不利益を受ける

おそれがあるときに，株主が当該組織再編をやめることを請求する
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ことができるものとするかどうかについては，なお検討する。 

（注２） 全部取得条項付種類株式の取得，株式の併合及び事業譲渡等につ

いても，同様の規律を設けるものとする。 

【Ｂ案】 明文の規定は，設けないものとする。 
 

 

第６ 会社分割等における債権者の保護 

１ 詐害的な会社分割における債権者の保護 

① 吸収分割会社又は新設分割会社（以下第６において「分割会社」とい

う。）が，吸収分割承継会社又は新設分割設立会社（以下第６において「承

継会社等」という。）に承継されない債務の債権者（以下「残存債権者」

という。）を害することを知って会社分割をした場合には，残存債権者は，

承継会社等に対して，承継した財産の価額を限度として，当該債務の履

行を請求することができるものとする。ただし，吸収分割の場合であっ

て，吸収分割承継会社が吸収分割の効力が生じた時において残存債権者

を害すべき事実を知らなかったときは，この限りでないものとする。 
（注） 株式会社である分割会社が吸収分割の効力が生ずる日又は新設分割設立会

社の成立の日に全部取得条項付種類株式の取得又は剰余金の配当（取得対価

又は配当財産が承継会社等の株式又は持分のみであるものに限る。）をする場

合（会社法第７５８条第８号等）には，上記の規律を適用しないものとする。 

② 残存債権者が，分割会社が①の会社分割をしたことを知った時から２

年以内に①による請求又はその予告をしない場合には，①による請求を

する権利は，当該期間を経過した時に消滅するものとする。会社分割の

効力が生じた時から２０年を経過したときも，同様とするものとする。 
（注） 事業譲渡についても，①及び②と同様の規律を設けるものとする。 

 

２ 不法行為債権者の保護 

会社分割について異議を述べることができる債権者のうち，不法行為に

よって生じた分割会社の債務の債権者であって，分割会社に知れていない

ものの保護について，次のとおりの見直しをするものとする。 
① 当該債権者は，吸収分割契約又は新設分割計画において会社分割後に

分割会社に対して債務の履行を請求することができないものとされてい

るときであっても，分割会社に対して，吸収分割の効力が生ずる日又は

新設分割設立会社の成立の日に分割会社が有していた財産の価額を限度

として，当該債務の履行を請求することができるものとする（会社法第

７５９条第２項等参照）。 
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② 当該債権者は，吸収分割契約又は新設分割計画において会社分割後に

承継会社等に対して債務の履行を請求することができないものとされて

いるときであっても，承継会社等に対して，承継した財産の価額を限度

として，当該債務の履行を請求することができるものとする（会社法第

７５９条第３項等参照）。 

 
（後注） 株式会社が組織再編や事業譲渡をする場合に，従業員の意見等を開示するも

のとするかどうかについては，なお検討する。 

 
 

第３部 その他 

第１ 金融商品取引法上の規制に違反した者による議決権行使の差止請求 

株式会社の株主は，他の株主が次に掲げる金融商品取引法上の規制に違

反した場合において，その違反する事実が重大であるときは，当該他の株

主に対し，当該株式会社の株主総会における議決権の行使をやめることを

請求することができるものとする。 

① 公開買付けを強制する規制のうち株券等所有割合が３分の１を超える

こととなるような株券等の買付け等に関するもの（金融商品取引法第２

７条の２第１項第２号から第６号まで） 

② 公開買付者に全部買付義務（応募株券等の全部について買付け等に係

る受渡しその他の決済を行う義務）を課す規制（金融商品取引法第２７

条の１３第４項） 

（注１） 公開買付者が強制的全部勧誘義務（買付け等をする株券等の発行者が発行

する全ての株券等について買付け等の申込み又は売付け等の申込みの勧誘を

行う義務）（金融商品取引法第２７条の２第５項，金融商品取引法施行令第８

条第５項第３号）に違反した場合の取扱いについては，なお検討する。 

（注２） 株主のほか，当該株式会社も同様の請求をすることができるものとするか

どうかについては，なお検討する。 

（注３） 上記の請求の効果を当該株式会社に及ぼすための手続等については，なお

検討する。 

（注４） 当該株式会社の株主総会の決議に関する定足数の算定に際し，上記の請求

によって行使することができないものとされた議決権の数を算入するものと

するかどうかについては，なお検討する。 
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第２ 株主名簿等の閲覧等の請求の拒絶事由 

株主名簿及び新株予約権原簿の閲覧等の請求の拒絶事由のうち，「請求者

が当該株式会社の業務と実質的に競争関係にある事業を営み，又はこれに

従事するものであるとき。」（会社法第１２５条第３項第３号及び第２５２

条第３項第３号）を削除するものとする。 
（注） 会社法第１２５条第３項第１号及び第２号並びに第２５２条第３項第１号及

び第２号の文言を見直すかどうかについては，なお検討する。 

 

 

第３ その他 

１ 募集株式が譲渡制限株式である場合等の総数引受契約 

募集株式を引き受けようとする者がその総数の引受けを行う契約を締結

する場合（会社法第２０５条）であって，当該募集株式が譲渡制限株式で

あるときは，株式会社は，株主総会の特別決議（取締役会設置会社にあっ

ては，取締役会の決議）によって，当該契約の承認を受けなければならな

いものとする。ただし，定款に別段の定めがある場合は，この限りでない

ものとする。 

（注） 募集新株予約権を引き受けようとする者がその総数の引受けを行う契約を締

結する場合（会社法第２４４条第１項）であって，当該募集新株予約権が譲渡

制限新株予約権であるとき等についても，同様の規律を設けるものとする。  

 
２ 監査役の監査の範囲に関する登記 

監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがあ

る株式会社について，当該定款の定めを登記事項に追加するものとする。 

 
３ いわゆる人的分割における準備金の計上 

吸収分割株式会社又は新設分割株式会社が吸収分割の効力が生ずる日又

は新設分割設立会社の成立の日に剰余金の配当（配当財産が吸収分割承継

会社又は新設分割設立会社の株式又は持分のみであるものに限る。）をする

場合には，会社法第４４５条第４項の規定による準備金の計上は要しない

ものとする。 

 

４ 発行可能株式総数に関する規律 

① 新設合併等における設立株式会社（会社法第８１４条第１項）の設立

時発行株式の総数は，発行可能株式総数の４分の１を下ることができな

いものとする。ただし，設立株式会社が公開会社でない場合は，この限
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りでないものとする。 
② 公開会社でない株式会社が定款の変更により公開会社となる場合には，

当該定款の変更が効力を生じた時における発行済株式の総数は，発行可

能株式総数の４分の１を下ることができないものとする。 


